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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

④ 組　織

　

（２）

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

武雄市水道事業

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 29,704 ㎥／日

・組織体制：１課（上下水道部水道課）２係（総務係－総務庶務、経理全般    管理係－工事工務、浄水、配水）
・職員数　 ：１２名
・職種      ：事務職員６名、技術職員４名、技術員２名
・年齢構成：２０歳代：１名、３０歳代：２名、４０歳代：４名、５０歳代：３名、６０歳代：２名
※この他、嘱託職員（滞納整理事務）１名、臨時職員（工事申請受付）１名。

これまでの主な経営健全化の取組

民間活用として、浄水施設運転管理業務、水道メータ検針業務、閉開栓業務、漏水事故対応業務及び管路情報データ入力等を委託しています。
人口減少・料金収入減少や施設更新需要の増大等水道事業を取り巻く環境が厳しくなる中、計画的・安定的に市民サービスを継続させることを目的に広域事業統合を
検討しています。平成２７年１０月には３市３町１企業団で事業統合協議会を設置し、平成３２年度からの統合経営開始に向け各段階での協議調整を行っています。

　別紙　経営比較分析表（平成２７年度決算時点）のとおり

平 成 26 年 10 月 1 日

計 画 期 間 ：

29

～

管 路 延 長

昭 和 3 年 5 月 31 日

3

別添１－２

武雄市水道事業経営戦略

事業の現況

水道料金は基本料金と従量料金からなります。基本料金０～５㎥８２０円（税込）、６～１０㎥は１㎥当り平均１６２円（税込）を１１㎥
以上は１㎥当り平均２９１円（税込）を乗じて料金設定しています。

*1　「広域化」とは、①事業統合、②経営の一体化、③管理の一体化、④施設の共同化をいい、それぞれの内容は以下のとおりである。なお、将来の広域化に向けた他団体との勉強
会の設置や人事交流等について説明すべきものがあればその内容も記載すること。
①経営主体も事業も一つに統合された形態、②経営主体は一つだか、認可上、事業は別の形態、③維持管理業務や総務系の事務処理などを共同実施あるいは共同委託等により実
施する形態、④浄水場、配水池、水質試験センターなどの施設を共同保有する形態

497.54

千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まな

施 設 利 用 率 51.2

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

佐賀県武雄市

計 画 給 水 人 口 52,360

現 在 給 水 人 口 49,194法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適用

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

平成３２年度からの経営開始に向け、広域事業統合の協議を行っています。統合後の事業計画は今後協議・決定することとなるた
め、本経営戦略の計画期間は平成３１年度までとしています。

0.228

供 用 開 始 年 月 日

水 源  表流水 ,  ダム ,  伏流水 ,  地下水 ,  受水 ,  その他 
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２．将来の事業環境

（１） 給水人口の予測

（２）

（３）

（４）

（５）

水需要の予測

施設の見通し

組織の見通し

　経営比較分析表２．老朽化の状況①有形固定資産減価償却率の数値は50％を超え、また平均値と同様上昇傾向にあり類似団体同様施設の老朽化が進んでいるこ
とが判断できます。老朽管更新・漏水調査を継続して実施していますが、引き続き計画的な管路更新や有収率の向上に努めます。また、給水人口・水需要の減少が見
込まれる中、安全・安心な水道水の安定供給を確保しながら、施設・設備の統廃合・合理化等の各取組により効率的運営・保有施設規模の適正化を図ります。

　武雄市は平成１８年３月１日に１市２町が合併し、人口約52,000人の市となりました。給水人口は前年度と比較し増加する年度があるものの、全体としては、平成１８
年度の５１，７８８人をピークに減少傾向にあり、平成３１年度には４７，９３２人を見込んでいます。給水人口については、国立社会保障・人口問題研究所の将来推計及
び住民登録人口推移より予測しています。

　漏水調査の実施、老朽管更新等により有収率は向上しているが、人口減少や節水意識の高まり等により水需要（有収水量）は減少するものと見込んでいます。平成
２８年度以降の有収水量は、予測人口に平成２７年度の１人当有収水量を乗じて算出しています。平成３１年度の有収水量は、平成２７年度比△２．６％、有収水量△
１１７，０００㎥の４，３４７千㎥を見込んでいます。

　給水人口、有収水量の減少に伴い料金収入は減少するものと見込んでいます。合併後平成２０年４月には、旧合併市町の料金統一を行い平均△１３．１%の減額改
定を行いました。また、平成２６年１０月には市民サービス向上を目的に平均△９．２％の減額改定を行っており平成２５年度以降料金収入は減少傾向にあります。平
成３１年度の料金収入は平成２７年度比△１，４４１万円の９億９３９９万円（税抜）を見込んでいます。健全経営を確保しながら、平成３２年４月目途の事業広域統合ま
での間は、料金について据え置く予定です。

料金収入の見通し

　現在まで、機構改革や業務見直し、各種業務の民間活用により職員数削減に努めてきました。このうような中、安全な水を安定的に供給するためには、水道事業に
携わる職員の技術向上・技術継承が必要です。引き続き技術部門・事務部門の専門的な研修会に積極的に参加し能力向上を図るとともに、人事管理体制については
人事部門を含めた検討を行います。平成２９年度以降は事業統合に向けた協議も本格化し業務が増加することが見込まれますが、業務量・事業量に応じた適切な人
員配置を行い、今後も安全な水の安定供給、経営の適正化・効率化を図ります。
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

①職員給与費に関する事項：職員数については、平成２８年度人員が継続することを見込んでいます。給与費は直近３ケ年の平均並みとしています。
②委託料に関する事項：平成２７年度・平成２８年度並みの委託料が継続するものと見込んでいます。
③修繕費に関する事項：施設老朽化に伴い平成２８年度は過年度と比較し増加しており、平成２９年度以降も平成２８年度並みを見込んで計上しています。
④動力費に関する事項：平成２８年度見込並みで継続するものと見込んでいます。
⑤減価償却費：減価償却費は既存資産分と平成２８年度以降新規取得分とに区分して見込み額を算出しています。新規取得分については、投資財政計画に計上した
工事費から残存価格・耐用年数を考慮し算出しています。
⑥その他の営業費用：平成２８年度見込額が継続するものとして計上しています。
⑦企業債利息：新規起債を予定していないため、償還計画に基づく償還利息を計上しています。

目 標
新規起債は行わず事業収入・内部留保資金等を活用しながら、安全な水道水を安定的に供給するため、計画的に水道施設の構
築・更新を行います。

目 標
水需要動向や更新需要を踏まえた財政計画等を作成し、事業収入等による財源の確保や経費節減に努め、持続的経営・経営の
安定化を図ります。

②　収支計画のうち財源についての説明

①施設・設備の廃止・統合（ダウンサイジング）に関する事項：水需要の減少が見込まれる中、安定供給を可能としながら保有施設の適正化を図るため、平成２９年度
までに犬走・水尾・八竜の３浄水場の廃止・解体を行います。管路の更新については、必要水量に見合う口径・管種等の選考を行います。
②施設・設備の合理化（スペックダウン）についてに関する事項：合併前の旧市町毎に分断された配水系統については、効率的な水運用を図るため配水管を接続し相
互融通を可能とするよう平成２６年度から平成３０年度までの計画で旧市町間配水管接続事業を実施しています（総事業費見込４億５，０００万円）。
③施設・設備の長寿命化等の投資の平準化に関する事項：老朽管更新事業として１億円（平成３０年度からは増額予定）を計上し整備を行います。
④広域化に関する事項：計画的・安定的に市民サービスを継続させることを目的に広域事業統合を検討しており、平成３２年度からの統合経営開始に向け各段階での
協議調整を行っています。施設の維持管理について、一層のスケールメリットが発揮できるよう努めます。
⑤防災・安全対策に関する事項：重要給水施設等への配水管については、耐震性を考慮した更新工事を進めます。

・料金に関する事項：有収水量見込に平成２８年度供給単価見込を乗じて算出しています。水道料金は広域統合までの間は据え置くよう考えています。
・企業債に関する事項：新規起債を予定していないため、資本的支出において償還計画に基づく償還額を計上しています。
・負担金：直近３ケ年の負担金収入額の平均値を計上しています。
・補助金等：繰出し基準に基づく一般会計出資金及び建設改良に係る一般会補助金収入見込額を計上しています。

　武雄市水道事業では、水道ビジョンの政策課題を鑑み、「いつでも、いつまでも“安全な水”の供給」を目指すべき方向とし、その柱として４つの基本方針「安心」「安
定」「持続」「環境」を定め、信頼される水道事業の構築に向け各事業を展開していきます。
基本方針
①安心（安心・安全な水の供給）－ダム貯留水対策・河川水対策により良質な原水確保を行い、水道法で定められる水質基準について常に厳重に監視し安心・安全な
水を提供します。
②安定（いつでも使えるように）－水需要に合った施設の再編を行い、老朽化した主要施設については計画的に整備、更新します。合併前の旧市町毎に分断された配
水系統については、効率的な水運用を図るため配水管を接続し、相互融通ができるようにします。危機管理として、市の災害対策施策及び水道施設工事事業者と連
携し、災害時の応急給水・応急復旧体制を構築し、水道の安定供給に努めます。
③持続（将来にわたる安定経営）－水需要の減少が見込まれる中、今後施設更新や設備投資のための事業経費は増大します。経営状況を把握分析し、適切な事業
計画・財政計画を策定しながら、健全経営を維持する必要があります。広域事業統合の検討も含め経営の健全化・効率化を図り市民サービスの向上に努めます。
④環境（環境・エネルギー対策の強化）－水道事業の取水・浄水・配水などの各段階において、電力等多量のエネルギーを消費しています。施設更新にあっては、省エ
ネルギー型の機器を導入し省エネルギー化に努め、また水源や建設副産物の有効利用を推進し環境にやさしい水道水を目指します。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

未反映の取組や今後検討予定の取組はありません。

そ の 他 の 取 組

未反映の取組や今後検討予定の取組はありません。

動 力 費

職 員 給 与 費

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

未反映の取組や今後検討予定の取組はありません。

そ の 他 の 取 組
純損失が発生する場合は、繰越未処分利益剰余金で処理するとともに、収入の増加方策・経費節減について検討しま
す。広域事業統合に向けた協議段階においても、収支均衡を可能とするような事業展開を検討します。

企 業 債

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

未反映の取組や今後検討予定の取組はありません。

未反映の取組や今後検討予定の取組はありません。

未反映の取組や今後検討予定の取組はありません。

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

経営戦略は、予算執行状況（決算状況）の確認により毎年度、投資・財政計画の進捗管理を行います。大幅な事業計画
変更がある場合など必要に応じて見直し・更新を行います。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

未反映の取組や今後検討予定の取組はありません。

広 域 化 未反映の取組や今後検討予定の取組はありません。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 未反映の取組や今後検討予定の取組はありません。

未反映の取組や今後検討予定の取組はありません。

未反映の取組や今後検討予定の取組はありません。

未反映の取組や今後検討予定の取組はありません。

未反映の取組や今後検討予定の取組はありません。

純損失が発生する場合は、更なる経費節減について検討します。広域事業統合に向けた協議段階においても、収支均
衡を可能とするような事業展開を検討します。

繰 入 金

未反映の取組や今後検討予定の取組はありません。
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様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画） （単位：千円，％）

年　　　　　　度 平成２６年度 平成２７年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． (A) 1,086,628 1,032,530 1,076,601 1,025,479 1,023,628 1,016,998
(1) 1,055,877 1,008,408 1,013,889 1,007,258 1,000,628 993,998
(2) (B) 18,916 13,650 54,349 15,100 15,000 15,000
(3) 11,835 10,472 8,363 3,121 8,000 8,000

２． 212,011 193,146 205,622 196,060 196,492 195,783
(1) 10,091 7,767 18,892 16,171 15,737 15,499

10,091 7,767 18,892 16,171 15,737 15,499

(2) 180,145 163,200 161,992 161,253 159,755 159,284
(3) 21,775 22,179 24,738 18,636 21,000 21,000

(C) 1,298,639 1,225,676 1,282,223 1,221,539 1,220,120 1,212,781
１． 1,166,031 1,152,582 1,194,676 1,203,308 1,192,775 1,190,996
(1) 84,605 97,326 86,882 89,884 89,000 89,000

48,150 50,791 48,129 49,668 49,000 49,000

36,455 46,535 38,753 40,216 40,000 40,000
(2) 513,343 529,074 582,200 586,004 581,400 581,400

34,315 33,524 35,630 36,000 36,000 36,000
45,975 48,713 65,093 65,426 65,000 65,000

134 184 386 386 400 400
432,919 446,653 481,091 484,192 480,000 480,000

(3) 568,083 526,182 525,594 527,420 522,375 520,596
２． 73,766 67,120 64,605 55,142 47,764 42,039
(1) 68,638 62,281 55,950 49,394 42,764 37,039
(2) 5,128 4,839 8,655 5,748 5,000 5,000

(D) 1,239,797 1,219,702 1,259,281 1,258,450 1,240,539 1,233,035
(E) 58,842 5,974 22,942 △ 36,911 △ 20,419 △ 20,254
(F) 13,715 11,315 8,670 9,000 9,000
(G) 15,306 5,889 3,314 1,111 3,500 3,500
(H) △ 15,306 7,826 8,001 7,559 5,500 5,500

43,536 13,800 30,943 △ 29,352 △ 14,919 △ 14,754
(I) 1,077,708 212,163 182,811 167,892 153,138
(J) 1,627,808 1,593,763 1,124,509 1,097,562 1,081,290 1,079,674

101,804 91,306 84,775 84,540 85,000 85,000
(K) 358,756 359,926 331,416 305,015 263,225 258,149

212,562 218,894 225,451 217,100 176,225 171,149

139,066 133,272 98,395 80,296 80,000 80,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 1,067,712 1,018,880 1,022,252 1,010,379 1,008,628 1,001,998

(N)

(O)

(P)

－
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 －

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

材 料 費

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

平成２８年度

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画） （単位：千円）

年　　　　　度 平成２６年度 平成２７年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１．

２． 50,245 47,361 39,143 23,793 15,093 13,162

３． 50,000 50,000 50,000 50,000 25,000

４．

５．

６．

７．

８． 484 3,745 1,599 1,599 1,600 1,600

９． 43,762 43,931 44,101

(A) 100,729 101,106 90,742 119,154 85,624 58,863

(B)

(C) 100,729 101,106 90,742 119,154 85,624 58,863

１． 289,642 318,880 309,765 242,178 250,000 250,000

２． 235,761 212,562 218,894 225,451 217,100 176,225

３．

４． 400,000

５． 7,371 8,311 14,732 16,229 10,000 10,000

(D) 532,774 539,753 943,391 483,858 477,100 436,225

(E) 432,045 438,647 852,649 364,704 391,476 377,362

１． 291,449 375,971 822,660 319,590 372,335 358,221

２．

３．

４． 140,596 62,676 29,989 45,114 19,141 19,141

(F) 432,045 438,647 852,649 364,704 391,476 377,362

(G)

(H) 2,565,776 2,353,214 2,134,320 1,908,869 1,691,769 1,515,544

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

10,091 7,767 18,892 16,171 15,737 15,499

10,091 7,767 18,892 16,171 15,737 15,499

100,245 97,361 89,143 73,793 40,093 13,162

50,245 47,361 39,143 23,793 15,093 13,162

50,000 50,000 50,000 50,000 25,000

110,336 105,128 108,035 89,964 55,830 28,661

－
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 －

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

平成３０年度 平成３１年度平成２９年度本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

 

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

他 会 計 負 担 金

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　経営は概ね安定しているが、給水人口や給水収益
の減少、施設の老朽化等の課題があり、計画的・効
率的な経営が求められる。
　市民負担の軽減も考慮しながら、経営努力を行う
とともに施設の統廃合や広域事業統合も検討する。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

2. 老朽化の状況について

　有形固定資産減価償却率について平均値と同程度
で推移しており、類似団体と同水準で施設の老朽化
が進んでいることが判断できる。
　老朽管更新・漏水調査を継続して実施している
が、引き続き計画的な管路更新や有収率の向上に努
める。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

251.87 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 82.80 99.05 4,568 49,226 195.44

　経常収支比率が１００％以上で推移し、また流動
比率も高水準で推移していること等から、経営の健
全性は確保できていると判断できる。
　一方、給水原価は類似団体と比較し高水準で推移
しており、また平成２６年１０月１日の料金減額改
定の影響もあり平成２７年度では料金回収率が１０
０％を下回っている。
　未収金対策も含めた料金収入確保や、有利な資材
調達・計画的な建設投資による経費節減に努め、経
営安定を図る。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

255.71 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
) －

法適用 水道事業 末端給水事業 A5 49,965 195.40

経営比較分析表
佐賀県　武雄市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.90 0.63 1.22 0.48 0.87

平均値 0.84 0.78 0.83 0.60 0.56

90.00

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 113.64 113.55 113.20 104.75 100.49

平均値 107.68 108.24 107.80 109.04 109.64

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 40.62 41.84 42.89 52.29 53.39

平均値 37.71 38.69 39.65 44.31 45.75

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 5.27 5.31 5.46 5.41 6.06

平均値 7.67 8.40 9.71 10.09 10.54

①経常収支比率(％) 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

5.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 4.67 4.46 4.39 3.77 3.62

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

1,000.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 387.26 454.85 875.33 453.74 442.80

平均値 695.41 701.00 739.59 382.09 371.31

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 302.15 279.75 254.61 243.00 233.36

平均値 343.45 330.99 324.09 385.06 373.09

90.00

92.00

94.00

96.00

98.00

100.00

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 106.74 107.75 109.03 102.17 96.91

平均値 99.61 100.27 99.46 99.07 99.99

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 232.30 230.00 227.48 233.86 233.09

平均値 169.59 169.62 171.78 173.03 171.15

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 67.01 69.13 68.60 51.63 51.19

平均値 60.04 59.88 59.68 58.58 58.53

65.00

70.00

75.00

80.00

85.00

90.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 77.04 74.55 75.50 78.94 80.21

平均値 87.33 87.65 87.63 85.23 85.26

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％) 

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％) 

【113.56】 【0.87】 【262.74】 【276.38】 

【89.95】 【59.76】 【163.72】 【104.99】 

【47.18】 【13.18】 【0.85】 


